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要旨 

①本研究では介護ネットワークを取り上げて、<1>現在在宅介護を行っている家族の介護ネットワー

クの保有状況、<2>介護ネットワークが在宅介護を行う介護者の負担を軽減する効果、<3>今後介護

を行う時期が来る者が保有している介護ネットワークの状況、について実証的研究を行った。使用

したデータは、70歳以上の親と同居する子ども（女性）に対するアンケート調査である。 

②分析結果からは次のことが明らかになった。まず要介護期家族の介護ネットワークは同居家族と別

居親族が中心である。このネットワークは、未婚者、親の要介護度が重度の者、きょうだいがいな

い者で脆弱である。 

③同居家族からの手段的なサポート（日常的に介護を手伝うこと）、別居親族・近隣・友人からの手

段的サポートと緊急時の介護代替サポートが利用可能である者ではディストレス（ストレス反応）

が低い。 

④今後、親の介護期を迎える者は、現在要介護期の者と同等の介護ネットワークが利用可能である。

しかし、今後は未婚化の進展に加えて少産少死世代が介護の中心となるため、現在よりも介護ネッ

トワークが脆弱な者が増加するとみられる。 

⑤親族等の私的な介護ネットワークは在宅介護を行う者の負担を軽減する効果があり、その役割を果

たしているといえる。しかし私的な介護ネットワークに恵まれていない層もおり、彼らに対しては

特に厚い社会的な支援が求められよう。サポートの内容についてみると、彼らが特に不足している

のは手段的サポートと緊急時サポートであり、この面を補完する支援が特に必要である。また、今

後介護を行う世代では介護ネットワークが脆弱な者が増大するとみられることから、現在要介護期

にある家族以上に、厚い社会的な支援策が求められると考えられる。 

 キーワード：介護、ネットワーク、ストレス
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１．高齢化の進行と介護ネット 

ワークへの注目 
 

わが国では急速な勢いで人口高齢化

が進んでいる。老年人口（65 歳以上人口）

は 1970 年には 7.1％であったが、2000

年時点では 17.4％へと大幅に上昇して

いる。早くも 2013 年には 24.4％、実に 4

人に 1 人が高齢者という時代が訪れよう

としている（総務省『国勢調査』、国立社

会保障人口問題研究所2002年1月推計）。

これに伴って、要介護高齢者は増加傾向

にある。その数は、2000 年時点で虚弱、

痴呆、寝たきりがそれぞれ 130 万人、20

万人、120 万人である。これが 2025 年に

はそれぞれ 260 万人、40 万人、230 万人

になると推計されている（厚生省 1999）。 

要介護高齢者を誰がどのように世話

するかということは、大きな社会的問題

である。寝たきり高齢者の半数以上、要

支援状態の高齢者までを含めるとそれ以

上の割合が、在宅で家族－主として妻や

実・義理の娘－から世話を受けているの

が現状である。家族介護では、介護者に

大きな肉体的負担やストレスがかかる。

介護労働は手間と時間を要し、常時観察

が必要な行動である。このため、介護者

に対して、その生活全般が支配されてい

るような感覚を与え、介護による身体的

疲労や睡眠不足、拘束感などから介護者

の精神的疲労やストレスが高まることが

指摘されている（下村 2000；袖井 1990）。

介護者が悩んだことなどをみると、「ス

トレスや精神的負担が大きかった」

(52.7％）という回答が多くあげられてい

る（厚生省『平成 7 年人口動態統計社会

経済面調査報告』）。 

介護サービスが普及しつつあるとは

いえ、その多くは在宅で家族が介護をす

ることになるとみられる。1999 年に「今

後 5 か年間の高齢者保健福祉施策の方向

(ゴールドプラン 21）」が策定され、介護

サービスの供給が一層進められているが、

家族がほとんど介護にかかわることがな

くなる施設介護の整備は要介護高齢者の

出現数にはるかに届かない。また親の介

護方法に関する人々の意識をみると、主

に外部サービスを利用して介護を行おう

と考えている割合は 2 割程度であり、多

くの者は何らかのかたちで家族がかかわ

って介護を行おうと考えている（ライフ

デザイン研究所 2001）。そのため将来に

わたっても、在宅介護を行う家族の心身

の負担をいかに軽減するかということが、

社会的な課題になるといえるだろう。 

ここで、家族介護者の負担を和らげる

ものとして、家族内外の親族や非親族の

介護ネットワーク（介護を直接、間接に

支援する人）の役割が注目されている。

これらのネットワークから日常的な介護

支援や家族介護者が急病・急用などで介

護できないときに緊急的な介護支援を受

けることができれば、介護者の負担は大

きく軽減されるとみられる。また逆にい

えば、介護ネットワークが脆弱である者

はそうでない者よりも、同様の介護を行

っても心身の負担が大きくなるため、よ

り手厚い社会的な介護支援を必要として

いるといえるだろう。 

在宅介護を行う家族の負担やその軽

減策を議論する際には、この介護ネット
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ワークという視点を導入することが大切

である。これによって、在宅介護者たち

の心身の負担が要介護者の状態だけで決

まるのではなく、介護ネットワークとい

った環境によっても影響を受けているこ

とをとらえることができる。また介護支

援策を展開する際に、介護ネットワーク

が脆弱な者を把握し、彼らに対して重点

的に支援を行うという視点を開くことも

できる。そのためには、こうした介護ネ

ットワークに関する研究蓄積がすすめら

れる必要がある。現在介護をしている者

がどの程度それらネットワークを保有し、

どのようなサポート効果を受けているか、

さらに今後在宅介護を行うことになる時

期の家族たちがどの程度ネットワークを

保有しているか、といった問題の解明が

求められる。 

 

 

２．介護ネットワークに関する先行

研究と課題 
 

在宅介護のあり方を規定する要因を

整理した藤崎（1990）は、人的な介護体

勢（主介護者、副介護者）、物理的な介護

体勢（経済的基盤、住宅の構造・設備）、

介護意識、そして家族システムとサポー

ト・ネットワークが、在宅介護のあり方

を規定することを提示している。介護者

の心身の負担を軽減する方策を考える場

合には、特に家族が保有する資源に注目

することが必要である。資源には経済的

な面から住宅設備まで含まれるが、特に

主介護者のストレスを軽減する効果が期

待されるのが、副介護者を含む家族内外

の介護ネットワークからのサポートであ

る。これらのネットワークと在宅介護サ

ービスを比べたとき、後者は専門的なサ

ポートを中心として行い、前者は情緒面

の支援や緊急時の支援が期待されている

(Litwak 1985）。 

在宅介護の場合、主介護者、副介護者

は自ずと同居家族、特に妻や娘・嫁とい

った女性が行うことが多くなる。厚生省

｢平成 7 年人口動態統計社会経済面調査

報告」によると、要介護高齢者の主な介

護者としてあげられた割合が多いのは、

｢妻」(31.6％)、「長男の妻」（27.6％）、

｢長女」（15.5％）などである。世帯外の

ネットワークについてみると、東京都老

人総合研究所（1996）の調査では、介護

者が入手可能と考えているサポートは、

種類としては手段的なものよりも情緒的

なものが多いこと、手段的なサポートは

別居親族からが多く、情緒的なサポート

は非親族も親族と同程度に多いことなど

が明らかになっている。さらに参考まで

に、若年層を含む脳血管疾患患者の介護

状況をみると、病気などの世話といった

手段的なサポートは別居親族からが多く

あげられていた（奥山 2000）。 

介護ネットワークのサポート効果に

ついてみると、長野市で65歳以上の寝た

きりの高齢者の介護を行う者について調

査分析した松岡（1993,1994）では、世帯

内に緊急時の代替者がいると介護のスト

レス反応が軽減されるという結果が得ら

れている。世帯外のネットワークについ

てみると、介護の代替者や相談者がある

とストレス反応が低下しており、その効

果は親族の方が大きかった。また介護負
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担が大きいほどそれらのサポートがスト

レス低減効果を発揮するという緩衝効果

について分析したが、一部の関係を除い

て、総じて緩衝効果はみられてはいな 

い＊1。町田市、前橋市、諏訪郡における

東京都老人総合研究所（1996）の調査で

は、同居家族や別居親族からの手段的、

情緒的サポートが、介護者の負担感を軽

減することが示されている。一方、長野

県郡部における調査データを用いた和木

ほか（1994）による研究では、サポート

が介護の負担感を軽減する効果はみられ

ていない。 

以上が先行研究の結果であるが、介護

ネットワークに関する実証研究はまだ少

なく、明らかにされていない点も多い。

主な研究課題としては、第一に、世帯内

外のネットワークからのサポートが、ど

のような属性の人あるいはどのような環

境に置かれている人で多い／少ないかと

いう点があげられる。 

第二には、現在要介護高齢者を抱えて

いる家族（要介護期家族）だけではなく、

今後近いうちに要介護期が訪れるであろ

う高齢者と同居している者（プレ介護期

家族）の介護ネットワークの保有状況を

明らかにすることも必要である。現在要

介護期の者よりも、プレ介護期の者の方

がネットワークが脆弱になると予想され

るのであれば、現在以上に厚い介護支援

策を整える必要が生じるだろう。 

第三には、介護ネットワークのサポー

ト効果に関する研究の蓄積である。先行

研究では介護のサポートが介護者のスト

レス反応を軽減する効果があることが報

告されているが、結果は一致していない。

別調査データによるさらなる検証が必要

である。 

以上の点をふまえて、本稿では、<1>

現在在宅介護を行っている家族の介護ネ

ットワークの保有状況、<2>介護ネットワ

ークが在宅介護を行う介護者の負担を軽

減する効果、<3>今後介護を行う時期が来

る者が保有している介護ネットワークの

状況、を明らかにすることを研究課題と

する。 

 

 

３．データと変数 

 

(1) データ 

分析に使用したデータは、ライフデザ

イン研究所が2001年11～12月に実施した

｢高齢期家族の生活実態に関するアンケ

ート」の個票データである。本調査のサ

ンプリングと調査票設計については、筆

者のほかに、東京都立大学大学院博士課

程の柳信寛と中西泰子が加わって実施し

た。調査概要は以下のとおりである。 

対象者：東京近郊の武蔵野地域（武蔵

野市、三鷹市、小金井市）に住む 60 歳未

満の女性で、70 歳以上の親と同居してい

る者。 

抽出方法：住民基本台帳から次の要領

で抽出を行った。まず調査地域を丁単位

に分け、ここから 18 の地点を抽出した。

続いて、それらの地点に住む 70 歳以上の

者と同居している 60 歳未満の女性を悉

皆で抽出した。ただし住民基本台帳から

は、対象者と一緒に居住する高齢者とが

親子か否かは不明であるため、抽出時点

では親子以外の者も含まれる。また同居
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していながら、親世帯と子世帯を分けて

登録している場合もあるため、上記の年

齢基準を満たす者で同一の番地に居住す

る者も含めて抽出した。 

調査方法 ：郵送配布、郵送回収 

サンプル数：発送数1,129、有効回収数 

286（回収率25.3％） 

以下では、上記回答者のうち親と同居

している者 222 人を分析対象とする。こ

の数は調査の有効回収数の 77.6％であ

る。これはサンプリング方法上、親子関

係でない者が含まれるためにこれを除外

したことと、隣居や二世代世帯（調査で

は隣居・近居として把握）に居住する者

を除外したためである。回答者の主な属

性は図表 1 のとおりである。 

 

(2) 変数 

①親の要介護状態 

日常生活動作能力（ADL）尺度：東京

都老人総合研究所の指標のうちの「ADL

総合評価（日常生活状態）」に用いる1指

標を用いた。これは対象となる高齢者の

身体状態を「バス・電車を使って外出す

るか、あるいはそれ以上活発」から「全

くの寝たきり」までの7段階で測定するも

のである（東京都老人研 1996）。「起きて

はくるがあまり動かない」から「全くの

寝たきり」までの者を身体介護あり、そ

れ以外をなしとする。 

痴呆尺度：松岡（1993）を参考に、「ま

ったくない」「少しある（軽度痴呆）」「か

なりある（重度痴呆）」の 3 段階の簡便な

尺度を使用した。 

②介護方法、介護ネットワーク 

既に親が介護期である者は介護の現

状について回答を求め、プレ介護期（ま

だ介護期でない者）は同居の親が要介護

状態になった場合（父母とも健在の者に

ついては、父親が要介護状態になった場

合）を想定してもらい、今後の見込みに

ついて回答を求めた。 

介護ネットワーク：松岡（1993）をふ

まえた上で、以下に示す6種類のサポート

について、介護対象者が受けることがで

きる相手（知覚されたサポート）を測定

した。内訳は、「（a）日常的に、介護を

手伝ってくれる人」（手段的サポート）、

｢(b）自分が急病や外出で介護ができない

ときに、 数日間、介護を頼める人」（緊

急時サポート）などである。各サポート

を提供してくれる人を、同居している

｢夫」「母親」などの選択肢から複数回答

で選んでもらった（詳細は図表3参照）。 

③介護ネットワークの規定要因 

家族等の要因：未既婚、本人有職ダミ

ーを用いる。 

世代的要因：ここでいう世代的要因と

は、人口転換理論でいう多産少死世代と

少産少死世代の世代的な差異に着目した

ものである。本人年齢50歳以上ダミーと、

きょうだい数（妻方きょうだい数、妻方

女きょうだい数、夫方きょうだい数）を

用いる＊2。 

階層的要因：階層的要因を表す変数と

しては、世帯年収と本人学歴（大卒ダミ

ー）を用いる。 

地域的要因：住居形態（一戸建てダミ

ー）、居住年数を用いる。
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図表１ 回答者の属性 

①本人年齢    ②未既婚   

 N %   N % 

40歳未満 46 20.7   未婚 75 33.8  

40歳代 88 39.6   既婚配偶者あり 131 59.0  

50歳代 86 38.7   離別 13 5.9  

無回答 2 0.9   死別 3 1.4  

 
③同居家族    ④子ども数   

 N %   N % 

配偶者 120 54.1   0人 90 40.5  

子ども 113 50.9   1人 26 11.7  

子配偶者 3 1.4   2人 69 31.1  

孫 2 0.9   3人以上 33 15.3  

祖父母 21 9.5   無回答 3 1.4  

兄弟姉妹 9 4.1      

その他親族 15 6.8      

上記の者はいない 50 22.5      

無回答 14 6.3      

※親以外の同居者 

 
⑤本人職業   

 N % 

自営・家族従業 20 9.0  

フルタイム 61 27.5  

パート・アルバイト 51 23.0  

その他 10 4.5  

無職 77 34.7  

無回答 3 1.4  

 
⑥親同居     

N 全体 父母 父のみ 母のみ 

妻方親同居 117 44 11 62 

夫方親同居 105 26 10 69 

合計 222 70 21 131 

     

% 全体 父母 父のみ 母のみ 

妻方親同居 117 37.6  9.4  53.0  

夫方親同居 105 24.8  9.5  65.7  

合計 222 31.5  9.5  59.0  

 
⑦同居親年齢     

 同居父親  同居母親  

 N % N % 

80歳未満 16  15.2  54  51.4  

80歳以上 20  19.0  40  38.1  

無回答 - - 1  1.0  

該当者なし 69  65.7  10  9.5  

      

 N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

同居父親年齢 36  71.0  97.0  79.9  6.8  

同居母親年齢 94  64.0  95.0  78.2  6.4 
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④介護者のディストレス 

ディストレスの指標としては、心理的

鬱状態を測定する指標であるCED-Dの10

項目を用いて，それらを合計した尺度を

作成した＊3。 

 

 

４．親の介護状態 
 

同居している親の日常生活動作能力

の状況、痴呆の状況、及びそれらを組み

合わせて作成した要介護タイプが図表 2

である。親の日常生活動作能力について

みると、身体介護が必要な者は父親では

回答者全体の 7.2％（父親がいる者のう

ちの 17.6％）、母親では 13.1％（同

14.4％）である。内訳をみると「全くの

寝たきり」というような極めて重度の症

状よりも「寝たり、起きたり」程度の者

が多い。次に親の痴呆状態をみると、父

親に痴呆がある者（軽度痴呆＋重度痴呆）

は 11.3％（同 27.8％）、母親では 16.7％

(同 18.8％）である。両指標とも重度の

方が介護保険の要介護認定を受けており、

かつ判定の程度も高くなっていた（図表

は割愛）。

 

図表２ 親の要介護状態 

①身体的障害の有無 

  身体介護なし 身体介護あり 
  そ

れ
以
上
活
発 
外
出
す
る
か
、
あ
る
い
は 

バ
ス
・
電
車
を
使
っ
て 

ま
で 

外
出
は
向
こ
う
三
軒
両
隣 

で
き
る
が
、
ひ
と
り
で
の 

家
庭
内
で
自
分
の
こ
と
は 

簡
単
な
縫
い
物
を
す
る 

ペ
ッ
ト
の
世
話
を
し
た
り 

向
く
と
庭
先
に
出
る
、 

少
し
は
動
く
が
、
気
が 

い
る
時
間
の
方
が
多
い
） 

よ
り
も
、
寝
床
か
ら
離
れ
て 

動
か
な
い
（
寝
床
に
い
る 

起
き
て
は
く
る
が
あ
ま
り 

離
れ
る
こ
と
が
あ
る
） 

レ
、
食
事
以
外
に
も
寝
床
を 

寝
た
り
、
起
き
た
り
（
ト
イ 

寝
床
を
離
れ
る
） 

（
ト
イ
レ
ま
た
は
食
事
に
は 

ほ
と
ん
ど
寝
た
き
り 

全
く
の
寝
た
き
り 

無
回
答 

親
死
亡 

合 

計 

N 63 12 － 5 1 5 5 - 131 222 
父親 

％ 28.4 5.4 － 2.3 0.5 2.3 2.3 - 59.0 100.0 

N 129 42 1 12 9 4 4 1 20 222 
母親 

％ 58.1 18.9 0.5 5.4 4.1 1.8 1.8 0.5 9.0 100.0 

②痴呆の有無 

  痴呆なし 痴呆(軽度) 痴呆(重度) 無回答 親死亡 合計 
N 64 21 4 1 131 222 

父親 
％ 28.8  9.5  1.8  0.5 59.0  99.5 

N 159  29  8  5 20  222  
母親 

％ 71.6  13.1  3.6  2.3 9.0  99.5 

③要介護タイプ 

  介護あり 介護なし 

  
身体介護あり・
痴呆あり 

身体介護あり・
痴呆なし 

身体介護なし・
痴呆あり 

身体介護なし・
痴呆なし 

無回答 親死亡 合計 

N 11  5  14  60  1  131  222  
父親 

％ 5.0  2.3  6.3  27.0  0.5  59.0  100.0  

N 19  9  18  151  5  20  222  
母親 

％ 8.6  4.1  8.1  68.0  2.3  9.0  100.0  

N 30  13  28  147  4  - 222  父母重 

度の方 ％ 13.5  5.9  12.6  66.2  1.8  - 100.0 
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これら2つの指標を組み合わせて、親

の介護状態をとらえるタイプを作成した

ものが図表2③である。ここから要介護状

態の発生率を計算すると、身体介護また

は痴呆の発生率と身体介護のみの発生率

は、父親ではそれぞれ33.3％、17.8％（80

歳未満：18.9％、5.7％、80歳以上：54.1％、

35.1％）、母親では23.5％、14.3％（80

歳未満：13.8％、8.1％、80歳以上：39.7％、

24.7％）である。厳密にこれと比較でき

る調査はないが、総務庁の推計によると、

在宅の要介護高齢者の発生率が70代前半

で1,000人あたり25人、70代後半で45人、

80代前半で92人、80代後半で208人となっ

ている（総務庁 2000）。これと比較する

と、本調査は80歳未満、80歳以上のいず

れにおいても要介護状態の発生率が高い。

こうした違いが生じた理由としては、本

調査が子どもと同居する高齢者を対象と

していることが考えられる。わが国の高

齢者の居住形態は、親が元気なうちは子

どもと別居し、親の身体が弱くなったり、

一人暮らしになったら同居するという

｢晩年型同居」（清水 2000）の特徴がある。

このため、子世代と同居する高齢者に限

った本調査では、要介護発生率が高くな

ったとみられる。 

次章以降では、同居している親の身体

介護が必要である、もしくは痴呆がある

場合は「要介護期」（71人）とし、それら

がない場合は「プレ介護期」（147人）と

してサンプルを分割して分析をすすめる。

以下の分析１と２では「要介護期」のサ

ンプル、分析３では「プレ介護期」のサ

ンプルを使用している。 

 

 

５．介護ネットワークの保有状況と

サポート効果に関する分析結果 

 

(1) 分析1：要介護期家族の介護ネットワ

ークの実態とその規定要因 

①分析方法 

まず、要介護期の家族における介護ネ

ットワークの実態とその規定要因の分析

を行う。規定要因の分析では、先行研究

から介護ネットワークを規定している要

因であると想定される「介護ニーズ」「家

族等」「世代」「階層」「地域」の各要因に

注目して、各要因ごとに介護ネットワー

クの有無（種類、人）に差異があるか否

かを比率の差の検定を用いて判断した。 

各要因の概略は次のとおりである。第

一に、介護ニーズ（要介護度）が高いほ

ど、介護に手がかかるため介護ネットワ

ークが求められ、拡大するとみられる。

具体的な指標としては、身体介護の有無

を用いる。 

第二に、家族等にかかわる要因があげ

られる。未婚者であれば夫やその親族ネ

ットワークはなくなる。また本人が有職

であれば、誰かが介護を代替しなければ

ならないため、介護ネットワークが必要

とされる。 

第三の世代的な要因とは、人口転換を

念頭に置いたものである。わが国の世代

は人口学的に「多産多死世代」（～1924

年生まれ）→「多産少死世代」（1925～49

年生まれ）→「少産少死世代」（1950年生

まれ～）に区分される（伊藤 1994）。多

産少死世代はきょうだい数が多いのに対

して、少産少死世代では少ない。きょう
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だいは主要なネットワーク資源であり、

それが少ない世代はその分ネットワーク

が少なくなる。この要因の指標として、

本稿では本人年齢（多産少死世代に入る

「50歳以上ダミー」）ときょうだい数を用

いる。   

第四には、階層的な要因である。具体

的な指標としては、学歴と世帯収入を用

いる。パーソナル・ネットワーク研究の

経験的知見からは、学歴が高い者で友人

ネットワークが多いという結果などが得

られている。最後は、居住環境による介

護ネットワークの差である。一戸建て住

宅に住んでいる者や当該地域における居

住年数が多い者は、そうでない者よりも、

近隣ネットワークが多くなるとみられる。 

②結果 

回答者のうち自分が中心的に介護を行っ

ている者は78.9％であり、その他母親な

どが行っている。何らかのかたちで外部

サービスを利用している者は81.7％に上

る（図表は割愛）。 

介護ネットワークの実態が図表3であ

る。ここからは、第一に夫のサポートが

最も大きいことが指摘できる。ただし手

段的サポートが43.7％であるのに対して、

緊急時サポートが23.9％程度しかないこ

とから、夫のサポートは介護を支援する

ものが中心であり、完全な代替までは期

待されていない様子がうかがえる。第二

のサポート源としては、同居している子

どもやその他親族（多くはきょうだいと

みられる）が大きな位置を占めているこ

とが指摘できる。同居の子どもがいる人

に限ってみると、約50％が同居子から手

段的サポートと家事サポートを受けてい

る。第三には、世帯外からのサポートは

親族、特に妻方の親族中心であることが

あげられる。妻方親族からのサポートと

しては、情緒的サポートが33.8％と高く、

次いで緊急時サポート（23.9％）、手段的

サポート（21.1％）などとなっている。

これを妻方／夫方同居別に分けて集計す

ると、妻方親同居の場合には妻方親族か

 

図表３ 介護ネットワークの実態 
（単位：％） 

 
N 夫 母親 

子ども・子 
の配偶者・ 
そ の 他 

自分方 
の親族 

夫方の 
親 族 

友人や会
社の同僚 

近所（地
域）の人 

誰 も 
いない 

(a)日常的に、介護を手伝って
くれる人（手段的 S） 

71  43.7  21.1  33.8  21.1  11.3  1.4  5.6  22.5  

(b)自分が急病や外出で介護が
できないときに、数日間、
介護を頼める人（緊急時 S） 

71  23.9  12.7  22.5  23.9  18.3  － 4.2  31.0  

(c)食事のしたくや洗濯をして
くれる人（家事 S） 

71  26.8  19.7  35.2  15.5  4.2  － 4.2  22.5  

(d)介護について助言やアドバ
イスをしてくれる人 
（情報 S） 

71  26.8  4.2  15.5  21.1  8.5  18.3  28.2  22.5  

(e)介護についての心配ごとや
悩みごとを聞いてくれる人 
（情緒 S） 

71  36.6  9.9  25.4  33.8  7.0  31.0  25.4  11.3  

(f)介護の費用を負担してくれ
る人（経済 S） 

71  45.1  16.9  4.2  15.5  4.2  － － 31.0 
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らのサポートが、夫方親同居の場合には

夫方親族からのサポートが多い。しかし、

妻方親同居の場合に妻方親族から受けら

れるサポートに比べて、夫方親同居の場

合に夫方親族から受けられるサポートの

割合は、いずれのサポートについても低

くなっている＊4。このことから、妻方の

親族ネットワークは世帯を超えてサポー

トを授受しやすいのに対して、夫方の親

族ネットワークはそうした傾向が低いこ

とが指摘できる。その他、非親族からの

サポートは情報面、情緒面中心であり、

中でも友人は情緒的サポートの大きな供

給源となっている。 

介護に直接かかわるサポート（手段、

緊急、情報、情緒）について規定要因を

分析した結果を集約したものが図表 4 で

ある。ここから規定要因としては、介護

ニーズ（身体介護の有無）、未既婚、世代

差（本人年齢、きょうだい）が主な要因 

であるといえる。介護ニーズについてみ

ると、身体介護が必要になると同居親族

からのサポートは多くなる。ただし世帯

外の妻方親族からのサポート全般や友人

等からの情報的、情緒的サポートは総じ

て減少するため、サポート源が世帯内に

特化するようになる。また、現在要介護

期家族を抱えている世代では未婚の者は

少ないものの（対象者の約 2 割）、未婚者

では夫や夫方親族、子どもといったサポ

ートを期待することができなくなる。世

代差についてみると、本人年齢が 50 歳未

満であると同居の母親からの緊急時サポ

ート、友人等や近所から情報的、情緒的

サポートを受けることが多くなっている。

子どもから情報的サポートを受ける割合

は 50 歳以上で高いが、これは子どもが成

長してサポート源となるためであろう。

また妻方きょうだいがいる方が、それら

親族から得られるサポートが多くなって

 

図表4  介護ネットワークの規定要因（結果の集約） 

（表中には、比率の差の検定で統計的に有意な関係がみられた箇所を記述。 

△はサポートが少なくなっている箇所） 

サポート 

要因 
手段的 S 緊急時 S 情報 S 情緒 S 

家 族 等 
未婚（△夫、△子、△

夫方親族） 

本人有職（母） 

未婚（△夫、△子、妻

方親族、△夫方親族）

本人有職（妻親族） 

未婚(△夫､△夫方親族) 

 

 

未婚(△夫、△夫方親族) 

本人有職（友人） 

 

介 護 ニ ー ズ 
身体介護あり 

（母、子） 

身体介護あり 

(子、△妻親族、近所） 

身体介護あり 

(夫、△友人) 
身体介護あり（母） 

世 代 

妻きょうだいあり 

（母、妻親族） 

妻女きょうだいあり 

（妻親族） 

夫きょうだいあり 

（夫、子、夫親族、） 

 

本人50代未満（母） 

妻きょうだいあり 

（母、妻親族） 

妻女きょうだいあり 

（妻親族） 

夫きょうだいあり 

（子、夫親族、） 

本人50代未満（△子ど

も、友人、近所） 

妻女きょうだいあり 

（妻親族、△近所） 

夫きょうだいあり 

（母、△妻親族） 

 

本人50代未満（母、友人） 

妻きょうだいあり 

（母、妻親族） 

妻女きょうだいあり 

（夫） 

夫きょうだいあり 

（△妻親族） 

階 層 － － 大卒（△夫親族） 世帯年収高（夫） 

地 域 
一戸建て（夫） 

 

 

一戸建て（夫、夫親族） 

 

 

一戸建て（夫、母、子、

夫親族） 

 

一戸建て（子、夫親族） 

居住年数 20 年 以 上

（子） 
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いる。夫方親族からのサポートは、その

有無にかかわらず少ないことを考えると、

妻方親族からさまざまな支援が、主要な

サポート源となっているといえよう。 

一方、階層や地域による介護ネットワ

ークの差異はほとんどみられない。一戸

建てで夫のサポートが多いが、これは既

婚で同居家族が多い者が、集合住宅では

なく一戸建てに住んでいる関係を示して

いるものと思われる。 

以上の結果を総合すると、まず世帯内

の介護サポートは、介護ニーズが高くな

ると活性化する。未既婚別にみると、未

婚者では夫や子がいないため、世帯内の

ネットワークは脆弱である。一方、世帯

外からのサポートについてみると、介護

ニーズが高いほどサポートは減少するも

のの、50歳未満と若い世代の者や、妻方

あるいは夫方のきょうだいがいる人、本

人が有職である人は、多くのサポート源

を確保している。中でも妻方のきょうだ

いが、多くの面で主要なサポート供給源

となっていることは注目される。 

 

(2) 分析2：要介護期家族における介護 

ネットワークのサポート効果 

①分析方法 

介護ネットワークからのサポートが

介護者のディストレスを軽減する効果に

は、直接効果と緩衝効果の2つがある。直

接効果とは、ストレッサー（要介護度な

ど）の重軽にかかわらず介護ネットワー

クからのサポートがあることによって、

介護者のディストレスが軽減する効果の

ことである。緩衝効果とは、ストレッサ

ーが軽度のときにはサポートがディスト

レスを軽減する効果は低く、ストレッサ

ーが重度のときにディストレス軽減効果

が強く発揮されることをいう。本稿では、

親が「身体介護あり・痴呆あり」の者を

ストレッサー重度、それ以外をストレッ

サー軽度とする。 

以下では、まず介護ネットワークから

のサポートの直接効果をみるために、そ

れらのサポートの有無とディストレスと

の一元配置の分散分析を行った結果を示

す。次に、サポートの緩衝効果をみるた

めに、二元配置の分散分析で「身体介護

あり・痴呆ありダミー」と各種サポート

との交互作用の有無を分析した結果を示

す。ここではサポート提供者を同居家族、

別居親族、非親族にカテゴリー化し、そ

れらのカテゴリーの人からの手段、緊急、

情報・情緒の3種類のサポートの有無を表

す変数を用いる。情報的なサポートと情

緒的なサポートの回答傾向は類似してい

るため、ここではそれらを統合して「情

報・情緒的サポート」（情報的または情緒

的サポート）の有無として扱っている。 

②結果 

介護者のディストレスについての一

元配置分散分析および二元配置分散分析

の結果が図表5、6である。一元配置分散

分析においては、各種のサポートの有無

によって、回答者のディストレスの程度

(得点）に差があるか否かを分析している。

図表5をみると、同居者からの手段的サポ

ートがあるとディストレスが有意に低い

ため（p<0.5）、同居者からの手段的サポ

ートにはディストレスを軽減する直接効

果があったというように解釈できる。 

一方、二元配置分散分析では、ストレ 
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図表５ ディストレスについての一元配置の分散分析結果 

変   数 平 均 値 df Ｆ ｐ 

介護ネットワークのサポート 
サポート 
あり 

サポート 
なし 

差 
   

同居者サポート（手段） 15.5  19.5  -4.0  1  6.9  * 

同居者サポート（緊急） 16.4  17.1  -0.7  1  0.2  ns 

同居者サポート（情報・情緒） 16.3  17.4  -1.1  1  0.5  ns 

別居者サポート（手段） 14.8  17.9  -3.1  1  4.1  * 

別居者サポート（緊急） 15.1  18.1  -3.0  1  4.2  * 

別居者サポート（情報・情緒） 16.4  17.4  -1.0  2  0.2  ns 

別居親族サポート（手段） 15.0  17.7  -2.7  1  3.1  + 

別居親族サポート（緊急） 15.3  17.9  -2.6  1  3.1  + 

別居親族サポート（情報・情緒） 16.9  16.7  0.2  1  0.0  ns 

非親族サポート（手段） 13.0  17.0  -4.0  1  1.6  ns 

非親族サポート（緊急） 10.7  17.1  -6.4  1  3.1  + 

非親族サポート（情報・情緒） 16.3  17.3  -1.0  1  0.4  ns 

*p<0.5   +p<0.1  ns 有意差なし 

 

図表６ ディストレスについての身体介護あり・痴呆あり 

ダミーとサポートの二元配置の分散分析結果 

変   数 df F p 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 0.2 ns 

同居者サポート（手段）(B) 1 7.1 * 

(A)×(B) 1 0.4 ns 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 0.6 ns 

同居者サポート（緊急）(B) 1 0.4 ns 

(A)×(B) 1 0.7 ns 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 0.3 ns 

同居者サポート（情報、情緒）(B) 1 0.7 ns 

(A)×(B) 1 1.2 ns 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 2.2 ns 

別居者サポート（手段）(B) 1 6.1 * 

(A)×(B) 1 2.2 ns 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 0.8 ns 

別居者サポート（緊急）(B) 1 4.0 * 

(A)×(B) 1 0.4 ns 

身体介護あり・痴呆ありダミー(A) 1 0.4 ns 

別居者サポート（情報、情緒）(B) 1 0.9 ns 

(A)×(B) 1 1.7 ns 

*p<0.5   ns 有意差なし 
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ッサーが軽度のときにはサポートがディ

ストレスを軽減する効果は低く、ストレ

ッサーが重度のときにディストレス軽減

効果が強く発揮されるという関係がみら

れるか否かを分析している。具体的には、

身体介護あり・痴呆ありダミーと各種サ

ポートの交互作用（図表6の A×B の変数）
について統計的に有意な影響がみられる

か否かを分析することで、緩衝効果がみ

られるか否かを検討している。図表6では、

交互作用の変数については統計的に有意

な影響がみられないことから、ここでは

緩衝効果は析出されなかったといえる。 

分析結果を集約すると、次のとおりで

ある。第一に、サポート効果として、本

調査では直接効果が確認され、緩衝効果

は確認されなかったことがあげられる。

松岡（1994）の先行研究などでも、介護

ネットワークのサポート効果は総じて直

接緩衝として観察されており、緩衝効果

はほとんど見いだされていない。本稿の

結果は、介護ネットワークのサポート効

果は緩衝効果よりも直接効果であるとい

う結果を補強する。 

第二に、サポート内容についてみると、

手段的および緊急時のサポートが重要で

ある。分析結果から、同居者からの手段

的サポート、親族・非親族を問わず別居

者からの手段的あるいは緊急時サポート

があることが、介護者のディストレスを

軽減することが明らかになった。介護者

が急病などで介護ができなくなるような

万が一の事態が生じても、介護を頼むこ

とができる人がいることは、介護者に安

心感を与えるため、ストレス症状が改善

されるためとみられる。 

中でも、別居者からの手段的あるいは

緊急時サポートが、ストレス軽減効果を

示すという点は重要である。介護はどう

しても同居家族中心で行うものとなるが、

世帯外からの手段的なサポートがあれば

介護者のディストレスは軽減される。た

だし、先述したように要介護度が重度の

高齢者を介護している者ほど、サポート

源が世帯内に特化する傾向がある。この

点を考慮すると、要介護度が重度の高齢

者を抱える家族が、世帯外に手段的また

は緊急時のサポート源をいかに確保する

かという点が課題となろう。 

 

(3) 分析3：プレ介護期家族の介護ネット 

ワークの保有状況 

続いて、分析1と同様の分析方法で、

プレ介護期家族を対象に介護ネットワー

クの保有状況について分析を行った結果

を示す。プレ介護期家族の介護ネットワ

ークの保有状況は図表7のとおりである。

これを要介護期の介護ネットワーク（図

表3）と比較すると、両者の回答傾向の差

はほとんどみられない。介護予備軍であ

るプレ介護期の者は、潜在的には現在要

介護期の者と同様の介護ネットワークを

保有している。 

ただし、未既婚別にみると、全体的に

みて未婚者の方がネットワークは脆弱で

ある（図表8）。未婚者では夫や夫方親族

からのサポートがないため、母親、その

他同居者（おそらくきょうだいとみられ

る）と世帯外の親族が中心である。また

｢誰もいない」と答えた割合が高い。一方、

既婚者のネットワークは世帯内外に充実

しており、未婚者よりも厚いネットワー
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クを保有している。注目すべき点は未婚

者の比率であり、プレ介護期家族の未婚

率は要介護期家族の倍の約4割であり、未

婚者が多い。これには、要介護期の者の

平均年齢が49歳であるのに対して、プレ

介護期の者は45歳と若干低いことも影響

している。 

サンプルを未既婚別に分けた上で、

各々の規定要因をさらに分析した結果が

図表9である。ここでは分析を簡略化する

ために、介護者のディストレスを軽減す

る効果がみられた同居家族からの手段的

サポート、別居者からの手段的サポート、

緊急時サポートに絞って、それらの規定

要因を分析した。未婚者の介護ネットワ

ークの規定要因を分析すると、未婚者の

中でも若い世代の者やきょうだいがいな

い者では、サポート源が同居家族内しか

なくなってしまう。また居住年数が短け

れば、近隣からのサポートも期待するこ

とはできない。一方、既婚者は未婚者よ

りもネットワークが充実しているが、中

でも学歴や世帯年収が低い方が大きなネ

ットワークをもっていることが明らかに

なった。 

以上の結果をふまえると、これから介

護期を迎える者では、未婚者の介護ネッ

トワークが弱く、中でも本人のきょうだ

いがなく、居住年数も短い（すなわち移

り住んできた）者でネットワークが特に

脆弱であるといえる。特に、現在要介護

期の者よりもプレ介護期の者では、未婚

者が大幅に多いことは注目すべき点であ

る。

 

 

図表７ プレ介護期家族の介護ネットワークの保有状況 
（単位：％） 

 
N 夫 母親 

子ども･ 
子の配偶
者･その他 

自分方
の親族 

夫方の
親族 
友人や会 
社の同僚 

近所（地
域）の人 

誰も 
いない 

無回答 

(a)日常的に、介護を手
伝ってくれる人 

147  38.8  19.7  23.8  19.7  10.2  － 2.7  21.8  2.7  

(b)自分が急病や外出で
介護ができないとき
に、数日間、介護を
頼める人 

147  27.2  15.6  15.6  24.5  19.7  － 5.4  21.1  2.7  

(c)食事のしたくや洗濯
をしてくれる人 

147  25.9  20.4  25.2  22.4  8.2  － 3.4  21.1  2.0  

(d)介護について助言や
アドバイスをしてく
れる人 

147  25.9  9.5  10.9  32.7  8.8  26.5  27.2  18.4  3.4  

(e)介護についての心配
ごとや悩みごとを聞
いてくれる人 

147  36.7  11.6  15.6  40.8  10.2  32.0  22.4  10.2  2.0  

(f)介護の費用を負担し
てくれる人 

147  40.8  17.0  7.5  20.4  8.2  － － 19.0  2.0 
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６．結論と考察：介護ネットワーク

からみた介護の現状と課題 
 

(1) 介護ネットワークのサポート効果、

保有状況 

本研究では、次のことがらが明らかに

なった。第一に、同居家族からの手段的

サポート、別居者（親族、近隣、友人）

からの手段的または緊急時サポートがあ

る者では、介護者のディストレスが低く

なる直接効果が確認された。ディストレ

スを軽減する効果は同居家族の手段的サ

ポートが最も大きい。また、別居親族お

 

図表８ プレ介護期家族の介護ネットワークの保有状況 

①未婚者 （単位：％） 

 N 夫 母親 
子ども･ 
子の配偶
者･その他 

自分方
の親族 

夫方の
親族 
友人や会 
社の同僚 

近所（地
域）の人 

誰も 
いない 

無回答 

(a)日常的に、介護を手
伝ってくれる人 60  － 30.0  10.0  40.0  － － 3.3  33.3  3.3  

(b)自分が急病や外出で
介護ができないとき
に、数日間、介護を
頼める人 

60  － 25.0  10.0  50.0  － － 5.0  25.0  3.3  

(c)食事のしたくや洗濯
をしてくれる人 60  － 30.0  8.3  40.0  － － 3.3  30.0  3.3  

(d)介護について助言や
アドバイスをしてく
れる人 

60  － 16.7  10.0  41.7  － 30.0  23.3  21.7  5.0  

(e)介護についての心配
ごとや悩みごとを聞
いてくれる人 

60  － 20.0  11.7  46.7  － 45.0  16.7  13.3  3.3  

(f)介護の費用を負担し
てくれる人 60  － 21.7  10.0  41.7  － － － 30.0  3.3 

②既婚者 （単位：％） 

 N 夫 母親 
子ども･ 
子の配偶
者･その他 

自分方
の親族 

夫方の
親族 
友人や会 
社の同僚 

近所（地
域）の人 

誰も 
いない 

無回答 

(a)日常的に、介護を手
伝ってくれる人 87  73.1  12.8  34.6  3.8  19.2  － 2.6  11.5  1.3  

(b)自分が急病や外出で
介護ができないとき
に、 数日間、介護を
頼める人 

87  51.3  10.3  19.2  2.6  35.9  － 6.4  17.9  1.3  

(c)食事のしたくや洗濯
をしてくれる人 87  48.7  14.1  38.5  7.7  15.4  － 3.8  14.1  － 

(d)介護について助言や
アドバイスをしてく
れる人 

87  48.7  5.1  10.3  26.9  16.7  23.1  32.1  16.7  － 

(e)介護についての心配
ごとや悩みごとを聞
いてくれる人 

87  69.2  5.1  17.9  39.7  19.2  17.9  26.9  7.7  － 

(f)介護の費用を負担し

てくれる人 
87  76.9  15.4  2.6  1.3  15.4  － － 10.3  － 
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よび非親族からの手段的、緊急時サポー

トが介護者のディストレスを軽減する効

果があることが見いだされた点も重要で

ある。 

第二は、要介護期家族の介護ネットワ

ークの規定要因である。介護ネットワー

クを規定する大きな要因は、未既婚、介

護ニーズ（身体介護の有無）と本人きょ

うだいの有無である。介護ニーズが高い

ほど、必要なはずの別居者からのサポー

トが少なくなる。これは、重度の介護支

援をできる者がいなくなることや、介護

者が彼らをあてにしなくなるためとみら

れる。いずれにせよ、介護ニーズが高い

家族で世帯外のサポートが脆弱になる点

は問題である。また親族ネットワークの

多くがきょうだいである今日的な親族関

係においては、きょうだいがいない者で

は世帯外の親族ネットワーク資源がなく

なることになる。一人っ子（あるいは一

人っ子同士で結婚した者）では、介護ネ

ットワークが極めて脆弱になる。 

第三点目は、今後介護期を迎える者の

ネットワークの保有状況についてである。

彼らが潜在的に保有している介護ネット

ワークは、全体平均では現在介護期の者

と同等である。しかし、未婚で親と同居

している者の介護ネットワークは脆弱で

あり、中でも本人のきょうだいがいなく、

居住年数も短い者でネットワークが特に

脆弱である。未婚化の進行やきょうだい

数が少ない少産少死世代が介護する時代

が来ることをふまえると、今後介護を行

う者では介護ネットワークが少なく、そ

のため介護負担が大きくなることが危惧

される。

 

図表９ 同居者からの手段的サポート、別居者からの手段的、緊急時サポートの規定要因 

  未 婚 者 既 婚 者 
  

N 
同居親族 
・手段 S 

別居・ 
手段 S 

別居・ 
緊急 S 

N 
同居親族 
・手段 S 

別居・ 
手段 S 

別居・ 
緊急 S 

50代未満 42 45.2 * 28.6 * 45.2 * 54  83.0  25.5  34.0 * 
本人年齢 

50代 17  17.6  70.6  76.5  33  87.1  22.6  61.3  

なし 11  27.3  9.1 * 27.3 * 14  76.9  15.4  30.8  妻方 
きょうだい あり 49  40.8  49.0  61.2  73  86.2  26.2  47.7  

なし 31  32.3  19.4 * 32.3 * 44  89.2  16.2  45.9  妻方 
女きょうだい あり 29  44.8  65.5  79.3  43  80.5  31.7  43.9  

なし - -  -  -  26  82.4  17.6  52.9  

世
代
的
要
因 

夫方 
きょうだい あり - -  -  -  61  85.2  26.2  42.6  

収入低 31  32.3  48.4  64.5  22  75.0  43.8 * 43.8  
世帯年収 

収入高 17  47.1  29.4  41.2  58  87.5  17.9  46.4  

大卒未満 13  15.4 + 46.2  69.2  30  92.9  35.7 + 53.6  

階
層
的
要
因 

学歴 
大卒 47  44.7  40.4  51.1  57  80.0  18.0  40.0  

集合住宅 20  20.0 * 30.0  55.0  14  63.6 * 27.3  18.2 + 
住居形態 

一戸建て 40  47.5  47.5  55.0  73  88.1  23.9  49.3  

20年未満 11  27.3  18.2 * 54.5  44  87.8  17.1  51.2  

地
域
的
要
因 

居住年数 
20年以上 49  40.8  46.9  55.1  43  81.1  32.4  37.8  

なし 44  -  38.6  54.5  6  -  －  33.3  
同居家族 

あり 16  -  50.0  56.3  81  -  25.3  45.3  

無職 12  33.3  50.0  75.0  32  83.3  20.0  33.3  

の
要
因 

家
族･

そ
の
他 

本人職業 
有職 48  39.6  39.6  50.0  55  85.4  27.1  52.1  

＊Ｐ<0.5 ＋Ｐ<0.1
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(2) 家族介護をする者への社会的支援 

現在介護期の家族についてみると、サ

ポートが脆弱である者としては、未婚者

(現段階では少ないが）、要介護度が重度

である高齢者を抱えた者、介護者および

その配偶者のきょうだいがいない者、が

あげられる。私的なサポートが脆弱であ

る彼らでは、特に厚い社会的な支援が求

められている。サポートの内容について

みると、彼らが不足しているのは特に手

段的サポートと緊急時サポートであり、

この面を補完する支援が特に必要であろ

う。 

具体的な施策の検討は本研究の範囲

を超えるが、本稿の知見からいうと、手

段的サポートに対応する社会的支援とし

ては訪問介護サービス、緊急時サポート

に対応する支援としては短期入所（ショ

ートステイ）サービスの一層の充実が求

められているといえる。短期入所サービ

スは介護者が急病や急用などで介護を担

えなくなったときに一時的に介護を代替

するものであるが、家族がそれらを実際

に使う状態に至らなくても、いざとなっ

たら利用できる状態にあれば、家族の心

身の負担を軽減する効果があると考えら

れる。 

また、研究結果では緊急時に代替する

者が親族のみならず、近隣や友人であっ

ても、介護者のディストレスを軽減する

効果がある。このことから、現在一部の

自治体ですすめられている介護をする家

族同士のネットワーク（家族会）のよう

なものも、介護者の負担軽減に効果を発

揮することが期待される。ただし、分析

結果をみると、介護ネットワークからの

サポートが介護者の負担を軽減する効果

は、手段的、緊急時サポートで強いが、

情報・情緒面のサポートはほとんど効果

を発揮していない。このため、こうした

組織が情報交換の場にしかならないので

あれば、残念ながらほとんどサポート効

果を期待できない可能性がある。求めら

れているのは、緊急時に少しでも代わり

に高齢者をみてくれるネットワークであ

る。 

さらに、今後介護を行うステージに入

るプレ介護期の家族についてみると、未

婚の者や本人のきょうだいがいない者で

は親族ネットワークを期待することがで

きないため、サポートが脆弱になること

が懸念される。また都市部では近隣ネッ

トワークも崩壊しつつある。これらの点

は現在要介護期の家族と同様の視点では

あるが、未婚化の急速な進行や人口転換

により今後少産少死世代が介護者となる

ことから、今後介護期を迎える世代では、

いまの要介護期家族よりも介護ネットワ

ークが脆弱である者が多くなるとみられ

る。したがって、介護サービス等で手段

的な介護支援や緊急時の介護代替を行う

にしても、現在よりもはるかに供給量を

増やすことが求められよう。介護ネット

ワークの視点を取り入れると、介護サー

ビスの目標供給量は、要介護者の出現数

だけではなく、在宅で介護を行う家族の

介護ネットワーク保有の程度を考慮した

上で決定するという発想が、求められる

ようになるのではなかろうか。 

かつて三世代同居家族は福祉の含み

資産といわれてきたが、同居率の低下や

家族形態の多様化により「介護力」が低
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下し、家族だけで介護をすることが困難

であることが明らかになったことで、福

祉政策として介護の社会化が進められる

ようになった。だが家族内外の介護ネッ

トワークに目を向けたとき、家族の「介

護力」は、親子の同居形態の変容といっ

た事象だけではなく、未婚化や人口転換、

さらには都市化といった変化が組み合わ

さって、予想以上の速度で脆弱になりつ

つある。介護の社会化のスピードをさら

に高める必要があるだろう。 

（研究開発部 副主任研究員） 

 

 

【脚注】 

＊1 論文中では「均等型」のサポート効果を緩衝効果のひとつとみなしているため、

緩衝効果ありと指摘されている。 

＊2 本人のきょうだい数は必ずしも両世代の区分に合致するわけではないが、人口

転換によってきょうだい数が減少することが介護ネットワークに及ぼすインパ

クトを研究する観点から、多産少死世代と少産少死世代を擬似的に表す変数と

して採用した。 

＊3 過去1週間に「ふだんは何でもないことをわずらわしいと感じたこと」などがあ

った頻度について，「まったくなかった」（1点）から「ほとんど毎日」（4点）ま

での4段階の回答を合計するものである。10項目の選択は菊澤（2001）を参考に

した。得点の分布は10～36点、平均値は15.8点、αは0.91である。 

＊4 妻方親同居の者では、妻方親族から手段的サポートを受けられる割合は38.9％

であるのに対して、夫方親同居の者では、これが20.0％に過ぎない。情報的サポ

ートについては、同33.3％対14.3％となっている。 
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